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１．はじめに
長岡大学地域研究センターでは、昨年度に引き続いて「長岡地域企業の成長・発展に関する基礎調査」を実施した。
その目的は長岡地域企業の活動や業績動向の実態を把握し、一層成長するための重要な鍵を探ることである。本年
度調査では特に、生産性向上と環境関連の取組を新たな論点として加えた。両者ともに中長期的視点から企業の発
展モデルを考察する上で欠かせない。以下、調査結果の概要について解説する（注１）。
２．アンケート調査の内容
今回のアンケートでは、昨年の調査に引き続いて長岡市内（合併後）の製造業企業を対象としている。648社に調
査票を郵送配布しFAXまたはメールにより回収した。調査期間は2008年８月18日から９月３日であり、調査基準時
点は2008年７月31日とした。その結果、79票の有効回収を得て、回収率は12.2％であった。昨年８月の調査（回収率
14.3％）に比べ回収率がやや低下しているが、今回は設問数が増え回答いただく上での負担が増えた影響などが考え
られよう（注２）。なお、今回の調査でのアンケート票は別添資料を参照されたい。
３．アンケート調査結果
　以下、集計結果の概要を紹介する。調査
項目によっては、昨年調査の結果と比較し
て昨年以降の変化についても注目していき
たい。特に、企業を取り巻くマクロ経済環
境としては、米国のサブ・プライム問題を
主要因として、昨年の調査時点（2007年８月）
以降、景況感の悪化傾向が一段と鮮明になっ
てきている。日銀短観（新潟県企業短期経
済観測調査）においても新潟県全域が完全
論稿
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【図表１】日銀短観の業況判断ＤＩの推移（新潟県）
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に景気下降局面に移行している様子が確認できる（【図表１】参照）。そうした中においては、本調査対象企業のと
りわけ業績面にマイナスの影響が表れている可能性があり、その確認が昨年の調査結果との比較において一つのポ
イントとなる。
　なお、米国金融危機の影響については、本年９月のリーマン・ブラザーズの経営破たんを契機に混迷度がさらに
強まっており、以後、株価暴落、円高進展などが深刻化してきている。本調査はそうした時期の前に実施されてい
ることに留意されたい。
（１）回答者の主な属性
　以下では、まず回答いただいた企業のプロフィールについて整理した。
①創業後の年数
　創業後の年数は30年以上の企業が大半を占めている（【図表２】参照）。業歴の長い企業が多い点については昨年
度調査においても確認されている。なお、昨年度の結果との比較では、「30年以上」の比率がやや高まっている。
【図表２】創業後の年数
創業後年数 度数 構成比 （昨年調査）
５年未満 0 0.0% 2.1%
５～９年 3 3.8% 2.1%
10 ～ 14 年 3 3.8% 10.5%
15 ～ 19 年 3 3.8% 7.4%
20 ～ 29 年 7 8.9% 11.6%
30 年以上 63 79.7% 65.3%
合計 79 100.0% －
②業種と業態
　業種についての回答結果の集計は【図表３】の通りである。長岡地域の製造業は、事業所数で見ると「食料品・たばこ・
飼料等」、「繊維・衣服等」、「金属製品」、「一般機械」、「電気・情報通信機器・電子部品等」などの分野が柱となっている。
図表では、母集団と標本との比較のために2006年工業統計調査（2006年12月31日時点の調査）における従業者数４
人以上の事業所数のデータも掲載されている。この比較から、全体的にはおおむね業種構成は母集団の分布を反映
したものになっているが、「金属製品」と「その他」については本アンケートデータが工業統計のデータを10ポイン
ト程度上回り、「繊維・衣服等」と「一般機械」で工業
統計のデータを５ポイント程度下回っている。
　業態についての集計結果は【図表４】である。「完成
財（産業財）」（19社、24.1％）、「完成財（最終消費財）」（18
社、22.8％）、「半製品・部品（中間財）」（17社、21.5％）、「部
品加工」（16社、20.3％）の順である。４つがほぼ同程度
の比率である。「完成財（産業財）」、「半製品・部品（中
間財）」、「部品加工」の３つを合計すると65.8％と全体
の約３分の２となっている。企業間取引が中心の企業が
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業態 度数 相対度数 （昨年調査）
完成品（最終消費財） 18 22.8% 29.5%
完成品（産業財） 19 24.1% 21.1%
半製品・部品（中間財） 17 21.5% 24.2%
部品加工 16 20.3% 11.6%
その他 8 10.1% 9.5%
無回答 1 1.3% 4.2%
合計 79 100.0% 100.0%
【図表４】業態
【図表３】業種
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多いことが分かる。さらに、昨年の調査結果との比較においては、「部品加工」のウエイトがやや高まってはいるが、
その他に顕著な違いは見られなかった。
③従業員数
従業員数規模について、パート等を含む数値と含まない数値はほぼ同様の分布となっている（【図表５】参照）。パー
ト等を含む数値をみると、「10 ～ 19人」（16社、20.3％）、「１～９人」（15社、19.0％）を１・２番として、人数が多
くなるにつれて企業数は減っている。29人未満を合計すると54.4％で、過半数となる。長岡地域の製造業は中小零細
企業が中心であることがあらためて確認できる。なお、昨年の調査結果と比較して大きな変化はないが、「１～９人」
が６ポイント程度上昇（12.6％→19.0％）し、「10 ～ 19人」が８ポイント程度低下（28.4％→20.3％）している。
【図表５】従業員数
従業員数 パート等含まず パート等含む パート等含む度数 構成比 度数 構成比 （昨年調査）
1～ 9 16 20.3% 15 19.0% 12.6%
10 ～ 19 18 22.8% 16 20.3% 28.4%
20 ～ 29 12 15.2% 12 15.2% 15.8%
30 ～ 39 8 10.1% 8 10.1% 9.5%
40 ～ 49 4 5.1% 6 7.6% 5.3%
50 ～ 59 5 6.3% 3 3.8% 5.3%
60 ～ 69 5 6.3% 7 8.9% 6.3%
70 ～ 79 2 2.5% 2 2.5% 4.2%
80 ～ 89 1 1.3% 0 0.0% 1.1%
90 ～ 99 0 0.0% 2 2.5% 2.1%
100 ～ 7 8.9% 7 8.9% 9.5%
無回答 1 1.3% 1 1.3% 0.0%
合計 79 100.0% 79 100.0% 100.0%
④売上高
前年度の売上高についての回答の集計は【図表６】のとおりとなった。「５億円未満」の企業が43社、54.4％で、
過半数である。他方で、「30億円以上」も５社（6.3％）ある。全般的に昨年調査の結果とほぼ同様の結果で大きな変
化は見られない。ここからは景況感悪化の影響がはっきりとは見えない。
【図表６】売上高
売上高 度数 構成比 （昨年調査）
5億円未満 43 54.4% 51.6%
5 億円～ 10 億円未満 13 16.5% 15.8%
10 億円～ 15 億円未満 4 5.1% 6.3%
15 億円～ 20 億円未満 2 2.5% 1.1%
20 億円～ 25 億円未満 6 7.6% 6.3%
25 億円～ 30 億円未満 0 0.0% 1.1%
30 億円以上 5 6.3% 7.4%
無回答 6 7.6% 10.5%
合計 79 100.0% 100.0%
（２）昨年と比べた業績等の変化
売上高、従業員数、経常利益の３点について、昨年と比べた変化についてうかがった。いずれも、「非常に増加した」、
「かなり増加した」、「やや増加した」、「あまり変化ない」、「減少した」の５段階からの選択である。昨年の調査にお
いては、５年くらい前との比較について同様の質問をしている（ただし、「非常に増加した」のかわりに「倍以上に
増えた」という選択肢であった）。昨年の結果では、全般的に増加したとの回答が目立っていたが、上述のとおりこ
の１年間でマクロ経済環境が変化してきており、その影響がいかに及んでいるかが注目される。
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①売上高の変化
売上高について、「非常に増加した」という回答はなかった（【図表７】参照）。「減少した」（30社、38.0％）がもっ
とも多く、「あまり変化ない」（23社、29.1％）、「やや増加した」（19社、24.1％）と続いている。昨年の調査結果と比
較すると、売上高の増加傾向が弱まっている様子が鮮明になっている。特に「減少した」の回答が昨年は15.8％だったが、
今回は20ポイント以上上昇している。長岡地域の企業もここ１，２年で業況の転換点を迎えつつあることがわかる。
　【図表８】では今回の調査結果を業種別に整理した。全般的に売上高の増勢が弱まるなかで、「一般機械」で12社
中３社が「かなり増加した」と回答しており、相対的に好調さが示されている。「金属製品」についても「増加した」
が20社中５社ある。ただし、同時に「減少した」企業も５社あり、明暗が分かれている。サンプル数が少ないが、「パ
ルプ・紙製品」、「化学・石油製品」、「精密機械」、「輸送用機器」などの業種では、増加した企業がゼロとなっており、
苦戦している様子がうかがえる。
【図表７】売上高の変化
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【図表８】売上高の変化（業種別）
かなり増加した やや増加した あまり変化ない 減少した 無回答 合計
食料品・たばこ・飼料等 0 2 5 3 0 10
繊維・衣服等 0 2 2 3 0 7
木材・木製品等 1 0 1 2 0 4
パルプ・紙製品 0 0 0 2 0 2
出版・印刷 0 1 0 1 0 2
化学・石油製品 0 0 1 1 0 2
プラスティック製品 0 1 0 0 0 1
鉄鋼業 1 0 0 0 0 1
金属製品 0 5 9 5 1 20
一般機械 3 3 2 4 0 12
電気・情報通信機器 0 1 0 1 0 2
電子部品等 0 0 1 0 0 1
輸送用機器 0 0 0 2 0 2
精密機械 0 0 1 1 0 2
その他 0 4 1 5 1 11
全体 5 19 23 30 2 79
（注）「非常に増加した」は回答ゼロのため省略している
②従業員数の変化
従業員数については、「あまり変化ない」（43社、54.4％）がもっとも多く過半数である（【図表９】参照）。雇
用動向は業況の変化に対して遅行することから、業績動向と整合的な結果である。また、「やや増加した」（17社、
21.5％）が２番目に続き、「減少した」企業が15社（19.0％）あった。「非常に増加した」という回答企業はなかった。
この結果を昨年の調査と比べると、売上高と同様に増加した企業の割合が低下している。昨年の調査では、「かなり
増加した」から「やや増加した」までの選択率を合計して、増加している企業の構成比が48.4％だったのに対して、
今回の調査では25.3％に低下している（昨年調査で「倍以上に増えた」の回答はなかった）。昨年以降の業況悪化傾
向が雇用への調整圧力を及ぼしつつあるという、厳しい状況が読み取れる。
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【図表９】従業員数の変化
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③経常利益の変化
経常利益では、「減少した」との回答が39社、49.4％でほぼ半数である。増加したとする企業（「かなり増加した」
または「やや増加した」）は27.8％しかない。昨年の調査結果との比較では、売上高や従業員数以上に、業況の減速
傾向が鮮明となっている。昨年度の調査では、「倍以上に増えた」企業も4.2％あり、それをふくめて増加したとする
企業は65.3％あった。また、「減少した」は18.9％であった。今回の調査で、「減少した」企業の割合は30ポイント以
上上昇している。
【図表 10】経常利益の変化
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④業績等全般に対する評価
以上の業績全般に対して、４段階（「大いに満足」、「まあまあ満足」、「やや不満」、「大いに不満」）で評価してもらっ
た。その結果が【図表11】である。「大いに満足」の回答がなく、「まあまあ満足」（25社、31.6％）、「やや不満」（26社、
32.9％）、「大いに不満」（26社、32.9％）の３つがほぼ同じである。「やや不満」と「大いに不満」を合わせて65.8％
の企業が不満だと回答しており、満足度は低いと言える。
昨年の調査結果と比較すると、満足度が大きく低下している様子がはっきりと表れている。昨年は、不満（「やや
不満」と「大いに不満」の合計）が44.2％で、今年は20ポイント以上高まっている。さらに、昨年は「大いに満足」
の回答が７社（7.4％）あった。こうした変化は、業績の低迷傾向から当然の結果であろう。
【図表 11】業績等全般に対する評価
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（３）成長発展のために現在特に力を入れていること
今回も、昨年の調査に続いて、成長・発展のための取組状況についてうかがった。現在の取組についての回答項目（３
つまで）の集計結果が【図表12】である。
選択率が高い順に挙げると、「新規顧客・取引先の拡大」（41社、51.9％）、「コストの削減」（36社、45.6％）、「既
存顧客・取引先との取引深耕」（28社、35.4％）、「従業員教育の充実」（19社、24.1％）、「優秀な人材の確保」（18社、
22.8％）と続いている。これを昨年の調査と比べると、「新規顧客・取引先の拡大」が20ポイント以上上昇している
のが目立つ。他に、選択率が上昇した項目では、「コストの削減」（40.0％→45.6％）、「従業員教育の充実」（11.6％
→24.1％）、「営業力の強化」（15.8％→21.5％）、「経営戦略等の明確化」（4.2％→12.7％）などである。昨年以降、業
績が伸び悩むなかで、コスト削減、新規の顧客開拓、営業力強化などに対する要請が強まっている様子がうかがえる。
また、先行き経済の不透明性が高まるに伴い、経営戦略の位置づけが高まってきている。さらに、業績拡大にブレー
キがかかる状況下においても、従業員に対する教育を重視する姿勢が強まっている点は注目される。
他方で、昨年の調査結果よりも低下している項目は、「積極的な設備投資」（25.3％→10.1％）、「組織体制の充実・
効率化」（14.7％→5.1％）などである。これらの取組は経営資源や財務面などでゆとりがある状況下で可能な取り組
みであり、そうした余裕が失われつつあることから取組度合いが低下していると考えられよう。
【図表 12】現在力を入れていること（３つまで）
現在の取組 今後の課題
度数 選択率 （昨年調査） 度数 選択率（昨年調査）
既存顧客・取引先との取引深耕 28 35.4% 38.9% 31 39.2% 36.8%
コストの削減 36 45.6% 40.0% 48 60.8% 40.0%
不採算部門の整理 3 3.8% 4.2% 6 7.6% 6.3%
自動化・省力化・ＩＴ化 4 5.1% 8.4% 11 13.9% 21.1%
外注化 2 2.5% 7.4% 3 3.8% 3.2%
内製化 7 8.9% 6.3% 9 11.4% 3.2%
積極的な設備投資 8 10.1% 25.3% 12 15.2% 21.1%
主要事業の高度化 5 6.3% 5.3% 3 3.8% 12.6%
増資・規模の拡大 0 0.0% 5.3% 1 1.3% 4.2%
新規顧客・取引先の拡大 41 51.9% 30.5% 53 67.1% 40.0%
新製品・サービスの開発 14 17.7% 15.8% 23 29.1% 27.4%
新規事業への進出 2 2.5% 10.5% 11 13.9% 14.7%
営業力の強化 17 21.5% 15.8% 23 29.1% 45.3%
研究開発の充実 4 5.1% 8.4% 10 12.7% 17.9%
従業員教育の充実 19 24.1% 11.6% 26 32.9% 28.4%
優秀な人材の確保 18 22.8% 22.1% 44 55.7% 51.6%
組織体制の充実・効率化 4 5.1% 14.7% 15 19.0% 33.7%
経営戦略等の明確化 10 12.7% 4.2% 9 11.4% 18.9%
その他 2 2.5% 2.1% 1 1.3% 1.1%
（４）今後注力すべき重要な課題
一層の成長・発展に向けて、今後取り組むべき課題についてうかがった（５つまで、【図表12】を参照）。「新
規顧客・取引先の拡大」（53社、67.1％）がもっとも多く、全体の３分の２の企業が選択している。また「コストの
削減」（48社、60.8％）も６割を超える選択率である。以下、「優秀な人材の確保」（44社、55.7％）、「既存顧客・取
引先との取引深耕」（31社、39.2％）、「従業員教育の充実」（26社、32.9％）が続いている。取引の拡大、コスト削
減、人材の面での課題意識が高い様子が捉えられている。
昨年の調査結果との比較では、現在の取組と同様に、「新規顧客・取引先の拡大」、「コストの削減」の選択率が大
幅に増えている。反対に、「積極的な設備投資」、「自動化・省力化・IT化」、「組織体制の充実・効率化」などについ
て優先順位が低下している点も現在の取組と同傾向である。なお、「営業力の強化」が大きく低下しており（45.3％
→29.1％）、興味深い。
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【図表 13】これまでの取組と今後注力すべき課題
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　【図表13】は、今回の調査における成長発展のために現在特に力を入れていること（現在の取組）と今後注力すべ
き重要な課題（今後の課題）を比較のためにグラフに整理したものである。現在の取組が３項目までの選択で、今
後の課題が５項目までの選択結果であるため、両者の単純な比較はできないが、各取組項目の間の相対的な比較を
行う上では参考になるであろう。見比べると、「コストの削減」、「新規顧客・取引先の拡大」、「従業員教育の充実」
の３つにおいて、現在の取組状況を今後の課題が大きく超えているのが顕著である。これらについては、今後の課
題として意識はされながら現時点での取り組みが十分でないと認識されている項目だと解釈できる。なかでも、両
者のギャップが大きいのは「優秀な人材の確保」である。この課題は、業況の変化を超えて中長期的な課題として
位置づけられている面が強そうである。その他にも、「新製品・サービスの開発」、「新規事業への進出」、「組織体制
の充実・効率化」などについて、現在の取組状況に比べて今後の課題として認識されている度合いが高くなっている。
（５）生産性の向上について
今回は、生産性に関しても新たに調査を行った。生産性の向上は企業の成長・発展についての鍵を握る重要なポ
イントの１つである。少子高齢化が進展し、長岡地域の企業にとっても中長期的に労働力の確保が困難になること
は不可避である。労働生産性を向上し、少ない労働力でより多くの成果をあげうるようにすることが打開策の一方
向である。
①回答企業の生産性の現状
長岡地域企業の現状での生産性はどの程度なのであろうか。企業の生産性としては様々な定義が可能であるが、
その把握のため参考指標として、アンケート結果の数値から回答企業について従業員一人当たり売上高を計算して
みた。【図表14】はその集計結果である。「１千万円～２千万円未満」の企業が31社、39.2％でもっとも多く、より高
まるにつれて企業数が少なくなるという結果となった。
一人当たり売上高は、業種としての特殊性や従業員数などでみた規模の経済性などの要因で説明される部分があ
りえる。そこで、業種別および従業員数規模により整理した（【図表15】【図表16】を参照）。【図表15】によると、
サンプル数がある程度多い業種に注目すると、「繊維・衣服等」、「木材・木製品等」、「金属製品」などで、全体の平
均に比べて一人当たり売上高が２千万円未満の企業割合が高く、比較的生産性が低い結果となっている。「一般機械」
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は逆に２千万円以上の企業割合が高く、相対的に生産性が高い業種になっている。【図表16】では、各回答企業の一
人当たり売上高と従業員数（パート等含む）の関係を図示している（ただし、従業員数が飛びぬけて多い１社のデー
タを除いてある）。これからは、従業員数と生産性との間で明確な関係は読み取れない。
②生産性向上のための現在の取組
本アンケート調査では、各企業が現在生産性向上のために特に力を入れていることは何かうかがった（３つまで）。
その集計結果（【図表17】参照）をみると、「従業員の能力向上」（58社、73.4％）の選択率が非常に高くなっている。
それ以外では、「業務全般の効率化」（28社、35.4％）、「原材料費等費用削減」（24社、30.4％）が続いている。
　【図表18】は売上高変化の状況をもとに回答企業を３グループに分けて、各グループ間で項目別の取組状況を整理
したものである。３グループは、売上高が「増加した」企業（「かなり増加した」または「やや増加した」と回答し
た企業）、「あまり変化ない」企業、「減少した」企業で、グループごとに各取組項目の選択率を算出した。売上高が「増
加した」企業に注目すると、「有能な人材の確保」（33.3％）、「ＩＴの活用」（12.5％）、「生産設備の性能向上」（37.5％）
の選択率が他の２グループに比べて高く、これらの項目は、業績好調な企業がそうでない企業に比べてより積極的
に取り組んだ項目ということになる。とくに、「生産設備の性能向上」については、売上高が増加しなかった企業群
よりも14ポイント以上高い。
なお、一人当たり売上高でみた生産性の高さ別に現在の取組状況を整理してみたが、サンプル数の制約もあって、
両者にはっきりとした関係は読み取れなかった。
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【図表 15】従業員一人当たり売上高（業種別）
【図表 16】従業員一人当たり売上高（従業員数規模別）
【図表 14】従業員一人当たり売上高
従業員一人当たり売上高 度数 構成比
1千万円未満 18 22.8%
1 千万～ 2千万円未満 31 39.2%
2 千万～ 3千万円未満 11 13.9%
3 千万～ 4千万円未満 9 11.4%
4 千万～ 5千万円未満 2 2.5%
5 千万～ 6千万円未満 1 1.3%
6 千万円以上 1 1.3%
不明 6 7.6%
合計 79 100.0%
2 千万
円未満
2千万
円以上 不明 全体
食料品・たばこ・飼料等 6 4 0 10
繊維・衣服等 5 1 1 7
木材・木製品等 3 1 0 4
パルプ・紙製品 2 0 0 2
出版・印刷 2 0 0 2
化学・石油製品 0 2 0 2
プラスティック製品 0 1 0 1
鉄鋼業 0 1 0 1
金属製品 14 4 2 20
一般機械 6 4 2 12
電気・情報通信機器 2 0 0 2
電子部品等 1 0 0 1
輸送用機器 0 2 0 2
精密機械 1 0 1 2
その他 7 4 0 11
全体 49 24 6 79
食料品・たばこ・飼料等 60.0% 40.0% 0.0% 100.0%
繊維・衣服等 71.4% 14.3% 14.3% 100.0%
木材・木製品等 75.0% 25.0% 0.0% 100.0%
パルプ・紙製品 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
出版・印刷 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
化学・石油製品 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
プラスティック製品 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
鉄鋼業 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
金属製品 70.0% 20.0% 10.0% 100.0%
一般機械 50.0% 33.3% 16.7% 100.0%
電気・情報通信機器 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
電子部品等 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
輸送用機器 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
精密機械 50.0% 0.0% 50.0% 100.0%
その他 63.6% 36.4% 0.0% 100.0%
全体 62.0% 30.4% 7.6% 100.0%
65
【図表 17】生産性向上のための現在の取組と今後の課題（３つまで）
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【図表 18】生産性向上のための現在の取組（３つまで）（売上高変化別）
増加した あまり変化ない 減少した 無回答 合計
雇用の削減 0 0 1 0 1
従業員の能力向上 17 18 21 2 58
有能な人材の確保 8 7 5 0 20
生産方式の改善 7 7 7 0 21
ＩＴの活用 3 0 0 0 3
生産設備の性能向上 9 4 7 1 21
サプライチェーンの効率アップ 0 0 0 0 0
新市場の開拓 3 3 11 0 17
業務全般の効率化 6 8 13 1 28
原材料費等費用削減 7 8 9 0 24
外注の拡大 2 1 2 0 5
借入金の削減 3 6 7 0 16
その他 0 0 1 0 1
合計 24 23 30 2 79
雇用の削減 0.0% 0.0% 3.3% 0.0% 1.3%
従業員の能力向上 70.8% 78.3% 70.0% 100.0% 73.4%
有能な人材の確保 33.3% 30.4% 16.7% 0.0% 25.3%
生産方式の改善 29.2% 30.4% 23.3% 0.0% 26.6%
ＩＴの活用 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 3.8%
生産設備の性能向上 37.5% 17.4% 23.3% 50.0% 26.6%
サプライチェーンの効率アップ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
新市場の開拓 12.5% 13.0% 36.7% 0.0% 21.5%
業務全般の効率化 25.0% 34.8% 43.3% 50.0% 35.4%
原材料費等費用削減 29.2% 34.8% 30.0% 0.0% 30.4%
外注の拡大 8.3% 4.3% 6.7% 0.0% 6.3%
借入金の削減 12.5% 26.1% 23.3% 0.0% 20.3%
その他 0.0% 0.0% 3.3% 0.0% 1.3%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
③生産性向上のための今後の課題
生産性向上に向けて今後課題となること（３つまで）をみると（【図表17】参照）、現在の取組と同様に「従業員
の能力向上」（41社、51.9％）が最も多かった。続いて、「有能な人材の確保」（38社、48.1％）、「原材料費等費用
削減」（29社、36.7％）、「生産設備の性能向上」（25社、31.6％）の順で多かった。人材関連の項目が１・２位を占め
ているのが注目される。また、現在の取組状況と比較してみると、「有能な人材の確保」の選択度合いが大きく上昇
している点が目立っている。生産性を向上するために有能な人材確保が重点課題とされながら、これまでは十分達
成されていないと感じられているようである。同時に、「従業員の能力向上」は選択企業数が大きく減少しているの
が興味深い。
66
（６）環境面の取組状況
さらに、本調査では環境面での取組状況に関してもうかがっている。地球温暖化問題、廃棄物問題、エネルギー
問題など様々な点で企業活動に対する環境面の制約は高まってきている。たとえば、廃棄物に関しては、長岡地域
においても産業廃棄物の最終処分場の確保が難しくなりつつあり、多くの事業者にとって廃棄物減量化は既に緊急
の課題になっている。こうしたことから、環境問題に対する意識や現状における取組状況と今後の課題について調
査を行った。
①環境への意識の変化
ここ５年くらいの間で事業活動における環境への意識がどう変わったかをうかがったところ、【図表19】のとおり
となった。「意識はやや高まった」が51社、64.6％でもっとも多く、「意識はかなり高まった」と合わせて、およそ
80％の企業が意識が変わったと回答している。これを、従業員数規模により整理した（【図表20】参照）。その結果
をみると、従業員数で見て規模の大きい企業（50人以上）では「意識はかなり高まった」と28.6％の企業が回答して
おり、小さい企業（49人未満）（10.5％）を18ポイント程度上回っている。企業規模が大きくなるにつれて、環境要
因を意識する必要性が高まる様子がうかがえる。
【図表 19】ここ５年くらいの環境への意識の変化
環境への意識の変化 度数 相対度数
意識はかなり高まった 12 15.2%
意識はやや高まった 51 64.6%
意識はほとんど変わっていない 16 20.3%
合計 79 100.0%
【図表 20】ここ５年くらいの環境への意識の変化（従業員数
規模別）
意識はかな
り高まった
意識はや
や高まった
意識はほとん
ど変わって
いない
合計
1～ 49 人 6 36 15 57
50 人～ 6 14 1 21
合計 12 50 16 78
1 ～ 49 人 10.5% 63.2% 26.3% 100.0%
50 人～ 28.6% 66.7% 4.8% 100.0%
合計 15.4% 64.1% 20.5% 100.0%
（注）従業員数についての無回答 1を除く
【図表 21】環境関連のここ数年の取組と今後の課題（５つまで）
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②ここ数年の環境への取組
　ここ数年環境関連で取り組んでいること（５つまで）をみると（【図表21】参照）、「廃棄物削減」（48社、
60.8％）、「エネルギー消費削減」（47社、59.5％）の２つを過半数の企業が選択している。最終処分場問題やエネ
ルギー価格上昇の問題などが背景にあると考えられる。さらに、「省エネ運動」（32社、40.5％）、「リサイクルの
推進」（27社、34.2％）、「従業員の環境教育」（21社、26.6％）、「中古品再利用」（12社、15.2％）、「エネル
ギー転換」（９社、11.4％）が10％を超えている。なお、よりシステム的な取り組みとして、「ISO14000シリーズ取
得」の回答が５社、6.3%あった点が注目されるが、「環境会計」や「環境報告書」の取組はみられなかった。
③今後の環境への取組課題
今後、環境関連で取り組んでいきたいと考えること（５つまで）では（【図表21】参照）、「エネルギー消費削減」（50
社、63.3％）、「廃棄物削減」（45社、57.0％）の２つが現在の取組と同様に１，２番に多くなっており、緊急の課題で
あることがわかる。「リサイクルの推進」（33社、41.8％）、「省エネ運動」（28社、35.4％）が続いているが、これらも
エネルギー消費削減や廃棄物減量関連の取組である。「従業員の環境教育」（29社、36.7％）の回答企業も多い。なお、
これまでの取組状況と比べてみると、「従業員教育」、「リサイクルの推進」の選択率が高まっているのが目立って
いる。
４．まとめ
　今回の調査は景気が後退局面に移行しつつあるなか実施され、長岡地域の製造業についても業況の悪化傾向が色
濃く反映された結果となってしまった点が１つのポイントである。そのため、企業業績に対する満足度が大きく低
下していた。その影響により、昨年の調査結果に比べて、成長・発展に向けた取組課題として取引拡大、営業力強
化、コスト削減などの業績改善に直結する項目への志向が強まっている。他方、そうしたなかでも、優秀な人材確
保や従業員教育などに対する課題がより重要視されてきており、人材の位置づけが一層高まっている点が注目され
る。さらに、中長期的な視点で重要になる生産性向上に向けた取組として、従業員の能力向上や人材確保など人的
資源関連の視点が重視されている点も明らかになった。
　環境に対する姿勢としては、規模の大きい企業を中心に意識の高まりが顕著に表れている。その中心は、廃棄物
問題、エネルギー消費問題に関するものであった。環境への取り組みとしては、廃棄物減量、エネルギー消費抑制
など、より直接的な取組が多いなかで、従業員の環境教育が広まっている様子も確認することができた。
　当地域研究センターでは、本調査を来年度以降も改善しつつ展開し、長岡地域企業の一層の成長・発展のモデル
構築につなげてゆきたい。
〔註〕
（注１） 本稿のもとになったアンケート調査には多くの企業の方にご協力いただき、多大な教示を賜りました。ご
協力いただきました企業の皆様に感謝申し上げます。
（注２） 昨年の調査の内容と結果については、本誌巻頭の昨年度シンポジウムにおける基調報告、および 石川英
樹・鯉江康正（2007）「長岡地域企業の成長・発展に関する基礎調査の報告」『地域研究』第７号（通巻
17号）, pp.67-77.を参照されたい。
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【資料】アンケート調査票
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【資料】アンケート調査票（続き：２ページ目）
